
⼊⼒数 主 20 字 副 0 字

⼊⼒数 0 字

〜

Ⅰ.団体の社会的役割 Ⅱ.事業の背景・社会課題

(1)団体の⽬的

(2)団体の概要・事業内容等

⼊⼒数 (1) 196 字 (2) 199 字 ⼊⼒数 800 字

優先的に解決すべき社会の諸課題

領域

  新型コロナウイルス対応緊急⽀援助成
事業計画（実⾏団体）

事業名(主) コロナ禍での⾃⼰実現に向けての関係性構築

事業名(副)
※任意

実⾏団体名 特定⾮営利活動法⼈ ⽇向ぼっこ

資⾦分配団体名 公益社団法⼈ ユニバーサル志縁センター

分野

2) ⽇常⽣活⼜は社会⽣活を営む上での困難を有する者の⽀援
に係る活動

④働くことが困難な⼈への⽀援

⑤社会的孤⽴や差別の解消に向けた⽀援

3) 地域社会における活⼒の低下その他の社会的に困難な状況
に直⾯している地域の⽀援に係る活動

⑥地域の働く場づくりの⽀援

⑦安⼼・安全に暮らせるコミュニティづくりへの⽀援

新型コロナウイルス感染症により深刻化した社会課題
 当団体は安⼼・安全に過ごせる居場所事業としてのサロンを運営し、来館、電話、メール、SNS
等を通じて相談を受け、様々な⽅からのお話をいただいた事柄について、寄り添いながら⼀緒に
考え、来館された⽅々の声を集約し社会に発信し、「多様性が尊重される社会の実現を」を⽬指
し、様々な背景をもった⽅々が関わり合い、お互いの⽴場の理解を深め、他者の⽴場を尊重する
機会や場となることを⽬的として活動している。

1) ⼦ども及び若者の⽀援に係る活動

①経済的困窮など、家庭内に課題を抱える⼦どもの⽀援

②⽇常⽣活や成⻑に困難を抱える⼦どもと若者の育成⽀援

③社会的課題の解決を担う若者の能⼒開発⽀援

 当団体は設⽴以来、困難を抱えている⽅に⾷料をはじめとする⽣活⽀援物資を送付したり相談
にのりつながりを作り、彼らが⾃⼰決定の下、⾃⼰実現できるようサポートしてきた。
コロナ禍でそういった⽅が頼っていた所の多くが閉鎖となり、アクセスが困難となっており、不
安から精神的負担が⼤きくなり、状況がより深刻となっている。彼らは⾃分を尊重してくれる⼈
や場所を⾒つけることが困難で、孤独に苛まれ⼀⼈で問題を抱え、現代社会の中で⽣きづらさを
感じていることが少なくない。
 また、⽣活に困難を抱えている⽅の多くが若年で⾃⽴を迫られ、多くの⽅が誰からも経済的⽀
援を得られず、雇⽤形態や職種もアルバイト等で飲⾷店などでの単純労働というように収⼊が不
安定な⽅が多く、もともと財政基盤が脆弱であったが、コロナ禍でアルバイトの削減や失業に追
い込まれ収⼊減や収⼊をなくしている。
 このようにこれまで不安定ながらも何とか⽣活していた⽅も、今回の新型コロナウイルス感染
拡⼤の影響により、⽣活の基盤を失うなど⽣活に⾏き詰まり、また先⾏きの⾒えないなかで不安
を強く感じ、精神的に追い込まれている。このことは警察庁と厚⽣労働省が確定した2020年の⾃
殺者のうち若者の⾃殺者の増加や厚⽣労働省の住宅確保給付⾦申請数、⽣活保護受給申請数の増
加といったデータからも明らかである。
 このような当団体の経験から、困難を抱える⽅たちが安⼼して頼れる関係を築き⾃⼰実現でき
るよう継続的サポートを実施することが喫緊の社会課題であると考え、本事業もそのような若者
を対象としサポートを実施する。そのため困難を抱えた⽅々とこれまで同様、精神的なつながり
を構築し、⼀⼈で困難を抱え込まないためにその⽅々の声に⽿を傾け、各⾃の状況に合わせた柔
軟なかかわりをもち、⽣きづらさを抱える⽅と継続的な関係を維持することが上記社会課題を解
決するために不可⽋であると考える。

中⼼となる事業としては
①居場所事業 様々な⽅が安⼼・安全に過ごせる「⽇向ぼっこサロン」の運営
②相談事業 来館、電話、メール、⼿紙、SNS等を通じて様々な⽅からご相談を受ける
③発信事業 来館された⽅々の声と当団体の活動を多くの⽅にしていただくために、インター
ネットやSNS等を利⽤して、社会に発信する。
の3つである。
そしてこれら3つの中⼼事業を充実させるため、各種イベントを実施している。

ゴール

_1.貧困をなくそう
_2.飢餓をゼロに

_4.質の⾼い教育をみんなに
_10.⼈や国の不平等をなくそう

_3.すべての⼈に健康と福祉を

上記以外
その他の解決すべき社会の課題

実施時期 2021年6⽉ 2022年2⽉
事業
対象地域

全国 
 

特定地域 （       ）

事業対象者：
（事業で直接介
⼊する対象者
と、その他最終
受益者を含む）

⽣活に窮している若者
事業
対象者⼈
数

SDGsとの関連

延440⼈



Ⅲ.事業内容

⼊⼒数 300 字

⼊⼒数 200 字

(1)事業の概要

2021年6⽉~2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

(3)今回の事業実施で達成される状態（アウトプット） 実施・到達状況の⽬安とする指標 把握⽅法

コロナ禍で失業やアルバイト削減により経済的に困窮したり、相談できる場所へのアクセスが難しくなりストレスや不安から⼼⾝の負担が⼤きくなっている⽅と継続的な関係性を築き、彼らが⾃⼰決
定をし、⾃⼰実現に前向きに取り組むことができるようサポートする。
 困難を抱えている⽅との精神的つながりを構築するきっかけとして⾷料品や衛⽣⽤品を送付する。その際、コメントや情報を書いたカードを同封する。⼈と会う機会が減少する中で物質的サポート
やささいなかかわりでも継続的に⾏うことで、精神的なつながりを構築し、困難な状況にある⽅と⼀緒に抱えている困難を考えることで、その⽅の⼼⾝の負担の軽減し、⾃⼰決定、⾃⼰実現を促す。

(4)活動 時期
2021年6⽉~2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

(2)事業実施後（1年後）以降に⽬標とする状態
 本事業をきっかけに構築できた当団体との関係により、現在失業等で困難な状況にある⽅の⼼⾝の負担が少しでも軽減され、その⽅が⾃⼰決定のもと⾃⼰実現に向けて取り組むことができるように
なることを⽬標とする。新型コロナ感染症拡⼤に伴う影響はしばらく続くと思われることから、本事業により構築できた当団体との関係性を維持し、今後⽣じるかもしれない新たな困難に対しても、
⼀緒に考えることを継続することを⽬標とする。

⽬標値/⽬標状態 ⽬標達成時期

困窮状態にある⽅が、経済的負担が軽減され、同時に定
期的なかかわりを持つことにより、精神的状況が改善・
安定し、⼀⼈で問題を抱えることがなく、相談できるよ
うになり、⽣活が少しでも安定する。

メール数
電話本数
来館者数
⾷品発送数

メール数
電話本数
来館者数
⾷品発送数

⽇常⽣活に⽀障がないほどの安定した
収⼊がある
問題が起きても⼀⼈で抱え込まず、必
要な機関等に⾃ら相談できる精神状態
相談数はメール、電話、来館を合わせ
⽉延15⼈（計 延120⼈）
⾷品送付数は⽉40⼈（計320⼈）

相談、⾷品発送とも
に2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

2021年6⽉~2022年2⽉

１）困窮状態䛾ある⽅の経済的負担が軽減するための活動
・⼀⼈ひとりに⼗分な時間をかけて話が聞ける形での相談ができるよう時間がとれるサポート体制を整える。
・メール、電等で相談を受けた場合、時間枠を設定し、個別の相談時間を設ける。
①就労可能な⽅の場合
・就労先を⼀緒に探す
・紹介できる就労先があれば紹介する。
・就労⽀援をしている団体につなぐ。
・同⾏が必要な場合は同⾏する。
②現状での就労が難しいと思われる場合
・経済的負担が軽減されるよう、利⽤できる既存の制度を⼀緒に調べる。
・利⽤できそうな制度が⾒つかったら、利⽤計画を⼀緒に⽴てる。
・就労のためにスキル習得が必要な場合は、スキル取得が可能となるよう必要な情報を⼀緒に探す。
・スキル取得に必要な⽅法を実践するため同⾏等のサポートが必要であれば同⾏する。

2）精神状態が改善・安定するための活動
・⼀⼈ひとりに⼗分な時間をかけて話が聞けるよう、個別の相談時間枠を設定、相談員配置等サポート体制を整える。
・連携団体等とも連絡を取りサポートが必要と思われる⽅をお聞きし、事業の対象者を決める。
・精神状態が不安定と思われる⽅にとって相談するきっかけ作りのため⾷料を発送し、その際カードにコメントを書き同封し、近況等をそれとなく聞
く。
・メール、電話等で相談を受けた場合、相談者が安⼼でき、相談をしやすい環境を作るため、つながれる時間を明確に伝え、サポート側は内容により臨
機応変な対応ができるよう、多⾓的視点が持てるようできるだけ複数で対応する。
・相談に際しては、ご本⼈の意思を尊重しながら困りごとについて⼀緒に考え、可能であれば状況を分析し、その後の対策を⼀緒に考える。
・必要な場合にはご本⼈の意思を尊重しながら、連携している団体、病院といった専⾨家等の他団体につなぐ。
・他団体につなぐ場合も、丸投げしないで、本⼈の希望があれば同⾏する。
・相談者との⾯談後は、必ず対応の振り返りと今後の対応について話し合う。その際、必要に応じて連携団体等の他団体や専⾨家とも連携をする。

3）関係性ができ、⻑期的に伴⾛サポートを受けることができるための活動
・つながりを作るきっかけとして⾷品を毎⽉定期的に送付することとし、連携団体等とも連絡を取り対象者を決め、本事業では毎⽉約４０名の⽅に２回
に分けて⾷品を送付する予定であるので、それに応じた⾷品送付・購⼊計画を⽴てる
・⾷品を送付した者から連絡が来た際、臨機応変な対応ができるよう、また多⾓的視点から相談にのれるよう、個別の相談時間枠を設定、相談員配置等
サポート体制を整えておく。
・⾷品送付に際し、カードにメッセージを書き同封することとする。内容はその時点までの本⼈の状況や関係性により異なるが、近況や⽇常の何気ない
話や希望する⾷品聞いたり（⾷品希望を聞くことは⽣活状況を知るきっかけとなる）、当団体が週２回実施しているサロンやイベントなどに紹介した
り、何かあれば⼀緒に考える旨を伝える⾔葉を書き添え、継続的関係を築くことができるようにする。
・メールや電話等で返事が来た場合には、できるだけ早めに且つ必ずそれに返信する。
・複数回やり取りができている等、ある程度の関係性ができたと思われる⽅には、こちらからもメールや電話で近況を尋ねる等連絡をする。
・頂いたメールや電話の内容がお礼等だけでなく、困窮状態を訴える等抱えている問題の相談を含む場合は、その場で対応できる場合はそのまま、そう
でない場合は新たに⽇程を設定し、オンラインや来館も含めて相談を実施する。
・相談対応後は必ず対応の振り返りと今後の対応について話し合う。その際、必要に応じて連携団体等の他団体や専⾨家とも連携をする。

2021年6⽉~2022年2⽉



Ⅳ.事業実施体制

Ⅴ.関連する主な実績

  (1)休眠預⾦以外の助成・補助⾦活⽤の有無

 コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

当事業に従事する者は4〜5名を想定している。
相談担当は2名〜3名とし、交代でメール、電話、来館等の相談に応じる。
⾷品の発注は1名が担当することとする。ただし、相談や⾷品発送など他の役割と重複する可能性もある。
⾷品の発送は2名が担当し、協⼒して⾏う。ただし、相談や⾷品発注など他の役割と重複する可能性もある。
会計を担当する者を1名置く。
メッセージ書きは全員で分担して⾏う。

(2)他団体との連携体制

必要に応じて児童相談所や児童養護施設をはじめ各種団体と、情報の収集、交換、共有等を必要に応じて⾏い、コミュニケーションを密に取り合い、協⼒体制のものと本事
業を実施する。たとえば、法律問題を抱えている⽅には法テラスを紹介、精神疾患が疑われる⽅には医療機関、社会的養護の当事者の⽅の場合はその⽅が過ごしたことのあ
る施設等と連絡をとる。

(3)想定されるリスクと管理体制

想定されるリスクは①個⼈情報の漏洩②新型コロナ感染拡⼤の⼆つである。
①個⼈情報漏洩リスク会費については、個⼈情報にかかわるメール等のやり取りに際しては、個⼈名は記載しないこととし、記載の必要がある場合にはパスワードをかける
等する。
②新型コロナ感染拡⼤のリスク回避については、⾯談時には必ずマスクを着⽤し、検温、⼿洗い、換気を徹底し、3密状態とならないようにする。

①本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成⾦や寄付等を受け活動を実施している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

②本申請事業について、国⼜は地⽅公共団体から補助⾦⼜は貸付⾦（ふるさと納税を財源とする資⾦提供を含む）
を受けていない

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成⽅針参照）

 当団体には専⾨家は特にいないので、様々な専⾨家の⽅などと連携をさせていただいています。たとえば、居場所事業においては、当団体とのかかわりを持っていただくために、これまでにかかわ
りのある都内を中⼼とする全国の児童養護施設を訪問したり、当団体のイベントに在園中の⽅がご参加くださったりしています。また、全国のアフターケア事業を実施している団体等とも必要に応じ
て連携しています。例えば沖縄のNPO法⼈にじのはしファンドと連携し、沖縄から就職や進学で上京された⽅をサポートしている。同様に島根県益⽥児童相談所から上京する⼦の⽀援依頼の連絡あ
り、連携してサポートしている。
 相談事業においては、原則として本⼈の了解のもと、病院、法テラス、シェルーターを運営されているところ、安価で安全な住居を提供しているところ、児童相談所、児童養護施設や⾃⽴援助ホー
ムと連携している。例えば、退職に伴い理由のない損害賠償の請求をされたので、法テラスを通して弁護⼠さんを紹介していただき、円満退社に⾄った。社会的養護の当事者で保証⼈がおらず、初期
費⽤も出せない未成年者の⽅に、そういった事情をご理解いただき運営しているシェアハウスに⼊居させていただいた。精神疾患がある⽅を精神病院へつなぐ等実施してきた。

 (2)申請事業に関連する調査研究、連携の実績


